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Abstract
 This article clarifies France’s national strategy by analyzing its new White Paper 
on Defense and National Security, released in April, 2013. The new White Paper shows 
France’s ambition for an enhanced “strategic autonomy” of decision and action. The 
principle of autonomy, symbolized by the nuclear deterrence policy, has always been the 
basis of French diplomacy under the Vth Republic. However, the quest for autonomy has 
to be re-interpreted within the actual international context, if we want to provide a valid 
explanation on why and how she conceives it today. 
 In its first section, the article reviews the discussion process of the new White 
paper, from the former Sarkozy presidency to the Hollande’s. The second section highlights 
France’s threat perception and her assessment on the world’s transformation since 2008, 
the date of the former White Paper’s publication. The third section deals with the two 
original aspects of the new White Paper: changes in threat perception on terrorism; 
aﬃrmation of the “end of the western domination”. There is a wide consensus in France 
that the challenges from emerging powers or the “Arab’s spring” have brought an end to 
the western predominance established at the end of the cold war.
 Along with European States’ defense budget cuts, the US “pivot to Asia” had 
a great influence over France’s new strategy. It has long been France’s objective to reduce 
her dependence on US, while promoting the “Europe de la défense”. But, the “pivot to 
Asia” came at a moment when Europe cannot yet assume on her own the stabilization of 
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はじめに
2013年４月29日，フランスのオランド（François Hollande）政権は，2008年の国
防白書を改訂し，冷戦終焉後三度目となる国防白書の採択を行った１。新国防白書
は，国防白書としては初めて，今日の国際秩序は「真に多極化した」との認識を
示したが，それはフランスが志向してきた秩序に比べ，「より分散された多極化」
であるとも描写している。フランスでは，90年代のシラク（Jacques Chirac）大統
領の「多極世界論」が広く定着したため，多極世界は既存の秩序なのか，或いは
政策目標なのか曖昧であったが，この問題に一応の決着をつけるかのように，国
防白書は今日はじめて現実の国際秩序を多極化した世界と称したのである。
しかし，今日の多極世界は，例えばシラク大統領が標榜した秩序とは様子が大
きく異なる。本稿は同大統領の世界観に立ち入るものではないが，フランスの
「多極世界論」は，米国の覇権に対し，米欧間の対等を主張する意味で用いられ，
冷戦に勝利した西欧（Occident）は米国と欧州という二つの極を内包するとの見
方を示すものであることは指摘しておく必要があろう。つまり，フランスにとっ
て多極世界が理想的であるのは，自国が欧州統合を牽引し，統合された欧州が世
界の一つの極を成す場合のことである。
これに対し，新国防白書の中で認識が示されている多極化は，新興国台頭の傍
らで際立つ米欧諸国の経済成長の停滞や，米国のアジア重視戦略を要因とする，
欧州の相対的な地位の低下によるものである。また，新興国間の結束も地域的な
結束も弱いことや，米国の国力の相対的低下から，「分散された多極化」である
との認識が示されたのである。
欧州のパワーの相対的低下の認識を示す一方で，新国防白書は，2011年３月に
Europe’s larger neighborhood. France and Europe certainly played a significant role in the 
military operations in Libya or in Mali, but American support was indispensable for their 
success. France therefore estimates the desperate need to enhance “strategic autonomy”, 
by ameliorating its Intelligence capacity, in order to face regional destabilization 
possibly taking place in the North Africa, the Middle East or in the Persian Gulf. Those 
considerations have brought to light the French ambition to become an autonomous 
regional power.
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開始されたリビア軍事作戦と2013年１月からのマリ軍事作戦を前駆的な事例とす
る，欧州連合（EU）近隣地域の平和維持におけるフランスの主導的役割の増大
を想定している。フランスは，米国が消極的戦略へ方針転換したことにより，同
国に対する欧州安全保障の依存は脱却を免れ得ないと見ている。新国防白書がフ
ランスの「決断と行動の自立性（autonomie）」を強調し，特に情報収集能力の向
上を重視しているのはこのためである。
「自立性」の原則は，フランス第五共和政のド・ゴール主義的外交の基盤を成
してきた。フランスの核抑止政策は今日もその象徴であり続けている。しかし，
今日，フランスが改めて「自立性」を強調する理由や意図は，どのように説明で
きるだろうか。米国と異なる情勢判断を迫られかねない，欧州に固有の安全保障
環境が生じていると考えられないだろうか。こうした問題意識から，本稿は，新
国防白書を手掛かりとして，フランスの国際情勢認識と国家戦略を明らかにす
る。国防白書は公開文書であり，使用される文言には，友好国に対する政治的な
配慮も強く働いている。このため国防白書の真の射程を見抜くには，策定過程に
おける議論や軍事作戦の事例も視野に入れた分析が必要である。
本稿は，第一節で，国防予算問題にも触れつつ，サルコジ（Nicolas Sarkozy）
政権とオランド政権にまたがる新国防白書の策定過程を辿る。第二節では，新国
防白書の述べるフランスの情勢認識と脅威認識に焦点をあて，同白書の骨子を捉
える。第三節では，旧国防白書との最大の相違点として，テロに対する脅威認識
の変化と，「西欧の支配優位の終幕」の認識について，策定過程における議論も
重視して論じる。本稿は，これら分析を通じ，フランスが自立した地域大国化を
選択していること及びその理由を明らかにする試みである。
１　2013 年国防白書の策定過程
今回の国防白書の更新は，2008年に刊行された旧国防白書で既に予定されてい
た。旧国防白書は，国際情勢の進展や恒常的な国防予算の縮小を反映させるた
め，また，大統領交代時の戦略の見直しを可能とするため，国防５カ年計画を改
定する都度，国防白書を事前に定期更新すべしと提言している２。つまり，新国
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防白書は，2014年－2019年国防５カ年計画の基盤としての位置づけを占め，財政
難の中，国防予算の維持や軍事産業の必要性をアピールする手段でもあった。一
方，会計院は，2009年－2014年国防５カ年計画の実施状況を審査した2012年７月
の結果報告書の中で，旧国防白書は野心的過ぎるため早急の見直しが必要である
と勧告しており，国防方針の堅実化が求められた3。
国防白書委員会の設置から白書の刊行に至る，本格的な白書策定過程はオラン
ド政権下で行われたが，策定議論はサルコジ政権下で既に開始された。本稿で
は，委員会設立以前の段階を「策定準備段階」と呼ぶ。
新国防白書の策定準備段階は，2011年７月29日，サルコジ大統領が首相府傘下
の国防安全保障事務局（SGDSN）のドロン（Francis Delon）局長に，今日の戦
略環境を分析した省庁間文書の作成を指示したことに始まる。これを受け，同事
務局と国防省を主体とする行政府の議論と，上院の外務国防軍事委員会（以下，
「外防委」と記す）を主体とする立法府の議論が共に開始された。
議会に国防白書の承認権はないが，策定過程には深く関与した。2011年９月，
上院・下院外防委員長が共同議長を務める第九回「夏期国防セミナー」が開催さ
れ，参謀総長を含む国防関係者や有識者の参加の下，白書策定の議論の口火が切
られた。白書策定の総括的役割を担う国防安全保障事務局より，行政府と立法府
の意見交換や，次期大統領選挙後の国防白書委員会の設置から白書刊行までの段
取りが発表された４。また，翌10月，第４回「国防に関する議員会合」が陸軍士
官学校にて開催され，国防関係者の他，外相や内相の参加の下，国防白書に関す
る意見交換が行われた。これら意見交換後，各機関は情勢分析に取り組んだ。主
な成果文書として，国防省戦略問題局（DAS）の『戦略的展望５』や国防安全保
障事務局の『国際的・戦略的環境の変化とフランス６』の他，上院議員報告書が
複数あり，国防白書委員会はこれら文書を基に白書を執筆した。
2012年の大統領選挙を待たず，前年夏から国防白書の策定準備を開始したサル
コジ大統領の意図は，白書の定期的更新の前例をつくることであった。また，仮
にサルコジ大統領が再選されていれば，新国防白書は二期目の国防・安全保障政
策の基盤となり得た。しかし，2012年５月の大統領選挙では，左派のオランド大
統領が保守のサルコジ大統領を破り，また，前年９月の上院選挙に加え，2012年
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６月の下院選挙で社会党が躍進すると，ミッテラン政権以来ぶりの社会党政権が
オランド大統領の下で成立した。
サルコジ政権下の策定準備段階を経て，オランド政権下で国防白書委員会が設置
され，策定過程は本格化する。５月に就任したオランド大統領は，７月13日の革命
記念日前夜祭の場で，国防白書委員会の設置を公表し，シリア危機担当国連・アラ
ブ連盟合同副特使などを歴任したジャン＝マリ・ゲエノ（Jean-Marie Guéhenno）氏
を委員長に任命する書簡を出した。同書簡の中で，新国防白書は，核抑止能力の維
持と欧州防衛（Europe de la défense）の促進を所与のものとし，また，財政難の文
脈を汲むべきことが指示された７。本稿は紙面の幅上，核抑止政策の詳細に触れな
い。ただし，当時，フランスでは核戦力の一部削減が論争を呼んでいた中，核抑止
能力の維持を大前提にせよとのオランド大統領の指示を受け，新国防白書が，「航
空機発射型と潜水艦発射型の核軍備の適応性・相互補完性は，戦略的環境が変化
する中，必要最低限の長期的な抑止能力の信憑性を維持するためものである」と述
べる結果となったことは留意に値する。つまり，フランス核戦力における戦略海洋
軍（FOST）と戦略空軍（FAS）の両方の重要性が確認されたのである８。
国防白書委員会のメンバーは，大統領府の国家情報調整官，首相府の国防安
全保障事務局長，国防省，外務省，財務省，内務省を含む六省の各関連部局長，
上院・下院外防委員長と議員各１名，有識者12名である９。今回初めて，外国
籍の委員２名が核政策や情報収集など国家機密分野を除く策定過程に参加した。
英国のリケッツ（John Ricketts）在仏大使とドイツのイッシンガー（Wolfgang 
Ischinger）元外務次官である。国防白書委員会の下，「国家安全保障」，「情報収
集」，「軍事産業」等に関する七つの作業部会が設けられた10。
当初，新国防白書は2012年末までに採択される予定であったが，予算問題やマ
リ軍事作戦が原因で大幅に遅れた。先述のとおり，新国防白書は国防計画の基盤
を成すものであるため，国防予算との兼ね合いが特に問題となった。財務省が主
導する国防予算削減に対し，一貫して議会は反対の立場をとった。ローアン前上
院外防委員長は，米国が国防予算削減やアジア重視戦略をとる中，「欧州諸国が
自国の安全保障のために必要最低限の国防費を割かなければ，米国世論が欧州へ
の関与を許容するはずがない11」と警鐘を鳴らし12，また，後任のキャレール上
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院外防委員長を中心として起こった超党派運動では，フランスの国連常任理事国
の立場や，特に，海洋安全保障上の権益確保の観点から一定の国防費は不可欠で
あるとし，両委員長とも国内総生産（GDP）比率1.5パーセント以上の国防費を
要請した13。因みに，米国が欧州諸国に求める国防費は，例えば2010年３月の当
時のゲイツ（Robert Gates）国防長官による欧州訪問時の要求によればGDP比率
２パーセント以上である14。
国防予算削減をめぐり財務省と国防省が対立し，2013年３月18日，カユザック
（Jérôme Cahuzac）前予算担当相はル・ドリアン（Jean-Yves Le Drian）国防相と懇
談し，GDP比率1.1パーセントまでの削減案を含む，二つの国防予算削減案を提
示した。国防相はいずれも許容できないとし，予算問題は，国防安全保障会議
（CDSN）の判断に委ねられ15，前年度レベルの国防費の維持が決定された。最終
的に，新国防白書は，2014年度予算を314億ユーロ，即ち現GDP比率1.76パーセ
ントとし，同じレベルを2025年まで維持することを想定している16。こうした政
策過程の後，国防白書委員会による最終案は，国防安全保障会議における承認を
経て，2013年４月29日，オランド大統領によって正式に受理された。
２　2013 年国防白書の骨子と特徴
（1）国際情勢認識
旧国防白書が刊行された2008年以降の国際情勢の主な動向として，新国防白書
は，欧州経済危機，所謂「アラブの春」，米国の戦略方針の転換の三つを挙げて
いる。欧州経済危機は米国のサブプライムローン問題が経済のグローバル化に
よって欧州へ波及したものであるし，「アラブの春」もソーシャルネットワーク
を媒体とする情報のグローバル化の影響を大きく受けた事象である。このように
事象のグローバルなインパクトが認められる場合でも，その対処は地域的アプ
ローチに基づく場合が多い。新国防白書は，「旧国防白書の中で重視された安全
保障のグローバル化の分析は今日も有効であるが，2008年以降の国際情勢は，秩
序変遷の曖昧な性格や，包括的な説明の難しさを際立たせている」と述べ17，つ
まり，地域的・歴史的文脈を重視し，個別に対処する必要を指摘している。
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こうして地域的アプローチが必要視されている背景には，米国の戦略方針の転
換がある。新国防白書は，差し迫った脅威がない欧州とは対照的に，アジア地域
の重要性は増大の一途を辿っているとし，米国のアジア重視戦略は長期的に国際
関係の礎となると見ている。更に，白書は，米国は消極的戦略へ移行中であると
述べ，今後，「同盟国の集団的自衛権が行使される場合を除き，選択的関与にと
どめる傾向を強める」との見方を示している18。その根拠として，第一に，米国
が所謂シェールガス革命により，エネルギー分野の対外依存から脱却しつつある
こと，第二に，財政再建の成果にも拘らず米国が国防予算を縮小していること，
第三に，イラク戦争とアフガニスタン戦争において米国が長期的な介入作戦を実
施したにもかかわらず，成果が挙げられなかったことを挙げている。
また，新国防白書は，先のリビアとマリでの軍事作戦への米国の関与の形は，
米国の国益が直接に関わっていない場合の作戦展開の前例となると述べている19。
こうした作戦では，米国は，政治的にも軍事的にも前線に立たず欧州を後方から
支援するが，兵力を提供するとは限らない，と纏めている。米国は，これら軍事
作戦では作戦開始時の空爆や，大型輸送機など兵站の提供あるいは衛星情報の提
供などを行ったが，白書は，所謂「背後からの主導（leading from behind）」形式
の米国の関与は，究極的には情報提供に限定されることを示唆しているのであ
る。また，白書は，米国の国益が直接に関わっている場合も，米国は投入する陸
軍の規模を国益の重要度を超えないよう抑え気味にしていくとの見方を示してい
る。米国の消極的戦略に対するフランスや欧州の覚悟を煽っているのである。
以上の情勢認識を示した上で，新国防白書は，より巨視的に今日の国際秩序を
俯瞰している20。そして，国際政治の展開を意のままに支配することのできる大
国や同盟はもはや存在せず，「世界は真に多極化したが，また分散もした」と述
べている。この分散型の多極世界についての詳しい記述は白書にないが，一方で
冷戦終焉後の米国による単極構造が衰退し，他方で欧州もアジアも極を成すほど
地域的に台頭していない状況，つまり全体としてパワーが分散された状況として
捉えることができる。しかし，こうした認識は，単なる悲観論ではない。寧ろ，
分散型の多極化はフランスにとって「肯定的な側面を擁する」と白書は述べ，な
ぜならば，「危機管理の地域的アプローチが必要となる」からであるとしている。
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米国が欧州安全保障から遠のく中，決して世界大国ではないフランスが決定や行
動の自立性を確保するためには，関与対象地域は限定的でなければならず，フラ
ンスにとって，地域的アプローチで問題解決が可能な国際秩序は好ましいのであ
る。
（2）脅威認識と優先的課題
新国防白書は，今日の脅威やリスクを「力による脅威」，「脆弱性によるリス
ク」，「グローバル化による脅威とリスクの相乗化」の三つに分類している。な
お，新国防白書の中にグローバル・ジハードへの言及は一度もない。この点につ
いては次章で詳しく扱う。
第一の「力による脅威21」は，軍備増強や核軍備の拡散を指す。特に，朝鮮半
島の緊張関係や，南シナ海，尖閣諸島，北方領土を含む領有権問題を背景とする
アジア諸国の軍事費増大が挙げられている。また，白書は，勢力不均衡の是正を
目指している軍事的な台頭国において，経済的発展や国づくりが行き詰まり，国
民感情の高揚が国粋主義に転じる危険を指摘している。具体的な明示はないが，
例えば南シナ海や尖閣諸島の領有権問題をめぐる中国の姿勢などを念頭に置いて
いると考えられる。また白書は，極東アジアで武力衝突が生じた場合，フランス
は政治的に直接の関係国となる旨，国防白書として初めて明記し，その理由とし
て，フランスの国連常任理事国や国連軍司令部軍事休戦委員会（UNCMAC）構
成国としての立場や，インド洋と太平洋の仏軍のプレゼンスを挙げている。
第二の「脆弱性によるリスク22」は，国境管理，国民保護，治安維持等の主権
行使の能力が欠けている国家がテロ組織や犯罪組織の温床となる事態を指す。中
央政府による統治が全土に及ばない場合に生じ易いとして，具体的に，サヘル地
域，イエメン，アフガニスタン及びパキスタンを挙げている。また，「脆弱性に
よるリスク」がフランスの国防に直接影響を及ぼす事例として人質問題を挙げ，
人質を「遠隔地からフランスを攻撃する手段」として捉えている。フランスはエ
ネルギー分野でアフリカ諸国や湾岸諸国への依存が強く，在留フランス人の安全
が今後益々重要となる中，人質問題は国益の度合が最も高い「国防」の問題であ
ることを内外に顕示する意図があったと考えられる。
第三の「グローバル化による脅威とリスクの相乗化23」は，人や技術の移動・
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移転のグローバル化により，テロ組織など非国家主体が国家の軍備や技術にアク
セスする危険を指す。白書は，国家が脆弱性の隙を見せれば，非国家主体が国家
の保持する大量破壊兵器へアクセスし，核兵器は難しくとも，化学兵器や自家製
爆弾を使用する可能性は十分あるとしている。こうした事態を予防するための
「テロとの闘い」の一定の成果は認めつつも，白書は，テロの脅威は依然として
高いとの認識を示している。潜在的脅威を抱える地域として，サヘル・サハラ地
域，ナイジェリア北部，ソマリア，シリア，イラク，アラビア半島，アフガニス
タン・パキスタンを挙げ，更に，フランス国内の過激派による所謂ホームグロウ
ン・テロの可能性が現実にあるとしている。
新国防白書は，これら一連の脅威・リスクの中からフランスの優先的課題を特
定しているが，その際，領土防衛を軸とする，国防・安全保障の同心円状の地理
的な広がりを捉えている。この同心円状の広がりは，中心から外縁に向かって，
フランス，EU・北大西洋条約機構（NATO）圏，北アフリカ・サヘル地域等の
EU近隣地域，中東・湾岸地域，南西アジア・極東等の遠隔地，と特定されてい
る。旧国防白書の中では，グローバル・ジハードの再発を阻止する観点から，ア
フガニスタンを想定した遠隔地の安定化が重視されていたが，新国防白書は，リ
ビアとマリでの軍事作戦を事例とするEU近隣地域の安定化を重視していること
が特記に値する。
新国防白書は，フランスの領土防衛にとっての脅威とEU・NATO圏の集団防
衛にとっての脅威は同一であるとした上で，その優先的課題は，重要度の高い順
に，「国家による軍事攻撃」，「テロ攻撃」，「サイバー攻撃」への対処であるとし
ている。また，EU近隣地域の脅威については，国家の脆弱性を土壌とするテロ・
犯罪組織による越境型の攻撃や，イラン核開発に伴う世界的な核拡散の脅威への
対処を挙げている。
最優先課題に関し注目されることは，新国防白書は，旧白書の「テロ攻撃」を
改め，「国家による軍事攻撃」への対処を挙げていることである。フランスは，
本土を直接に攻撃するような敵性国はないとする一方で，地域的紛争に巻き込ま
れ，国家による軍事攻撃の対象とされる事態を懸念しているのである。この観点
から最も懸念されているのは，ペルシャ湾岸地域の紛争である。新国防白書は，
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フランスは，アラブ首長国連邦（UAE），クウェート及びカタールを中心とする
ペルシャ湾のアラブ諸国と安全保障上の協定を締結し，また，UAEの首都アブ
ダビにフランス陸海空軍の常設基地を開設している他，サウジアラビアとも軍事
協定を締結していることに言及しつつ，イランによる弾道ミサイル攻撃やホルム
ズ海峡封鎖が起これば，フランスは直接の当事者となる旨述べている24。イラン
のミサイルがフランス本土を射程内に収めていることは付言する迄もないであろ
う。新国防白書は，2008年以降のイランの脅威の顕在化の兆候として，核開発計
画の続行に加え，弾道ミサイル及び巡航ミサイルの開発や命中精度の向上を挙げ
ている25。
なお，新国防白書は，優先的課題を特定する際，次の三つの尺度を用いている26。
第一は脅威・リスクが顕在化する可能性，第二は国防への打撃の度合い，第三は
米国による支援の見込みである。米国がアジア重視戦略へ移行する中，欧州を前
線に巻き込む紛争が勃発した場合，直ちに米国の大規模な支援が得られるとは限
らない。フランスが新国防白書の中で「国家による軍事攻撃」を最上級の脅威と
している背景には，米国のアジア重視戦略による‘欧州離れ’が，例えばイラン
など，フランスに敵対的な国家の脅威を相対的に増大させているとの認識がある
と言える。
（3）国防・安全保障戦略の展開と手段
幅広い脅威認識に基づき，新国防白書は，「国家生存に対する直接的・間接的
リスクや脅威へ対処する必要性」を反映した「国家安全保障（sécurité nationale）」
の概念を採用している27。同概念は旧国防白書の中心概念でもあり，軍事・経済・
社会分野をまたがる分野横断型の脅威（menaces transverses）を主眼とし，攻撃の
震源を国内外の国家や組織―あるいは自然災害の場合は自然界―に想定するもの
である。つまり，「国家安全保障」概念は，国家の軍事防衛から人間の安全保障
までを網羅する包括的アプローチに基づくものである。実際，旧白書の策定過程
では「包括的安全保障（sécurité globale）」の呼称も提案されていた28。
新国防白書は，旧国防白書における五つの「国家安全保障」機能，即ち情報収
集・予見，防御，予防，抑止，介入のうち，「情報収集」と「介入」機能の強化
を提言している。まず「介入」の機能，即ち，軍事介入政策に関し，対象地域は
97
Waseda Global Forum No. 11, 2014, 87－106
「欧州近隣地域，地中海沿岸地域，サヘル地域から赤道地域までのアフリカ，ア
ラブ・ペルシャ湾及びインド洋29」であるとし，旧国防白書の「危機の弧」の表
現こそ使用していないものの同一地域を挙げている。実は，「危機の弧」の表現
は，対象地域「テロの弧」として一括りにするイメージがありアラブ諸国の心証
を害すとの批判から，外務省予測局は代替案として「戦略的投資重要地帯（aire 
d’investissements stratégiques majeures）」の表現を考案していた30。結局，新国防白
書はいずれの表現も用いていないが，軍事介入の対象地域として，旧国防白書の
「危機の弧」を実質的に踏襲しているのである。
軍事介入政策に関する白書の新しい側面は，フランスの「決定と行動の自立
性」を重視していることである。白書は，国連安保理決議に基づく紛争解決につ
いては，今後，フランスが軍事介入を主導する機会が増大する見込みを示してい
る。その上で，「自立性の原則」を軍事介入戦略の根幹に据え，「自立的行動の能
力や，同盟国・パートナー国を統率する能力」を保持すると述べている31。また，
「自立性の原則」は，フランスが作戦を主導するためのみならず，「フランスが指
揮しない作戦においても，作戦展開へ影響力を行使するため」に必要であると述
べている。仮に米英諸国と状況判断が異なる場合も，従属か不参加か，の二者択
一を回避し，作戦展開へ影響力を行使するという選択肢をフランスは追及してい
るのである。
そのために必要な軍事介入の能力として，白書は，「強制」や「危機管理」の能
力に加え，「複合型脅威（menaces hybrides）」―非対称戦能力と国家の高等技術と
を併用した非国家主体による攻撃の脅威―への対処能力を挙げている32。また白書
は，戦略的自立性のためには情報収集能力の向上が不可欠であるとし，「一層の努
力が割かれる分野である」と述べてインテリジェンス分野の予算増大を示唆して
いる。この背景には，旧国防白書が情報収集・予見を優先的課題としていたにも
拘わらず，「アラブの春」の予兆が看過されたことや，マリ軍事作戦で偵察機が不
足し，米国の情報に依存せざるを得なかったことへの反省がある。新国防白書は，
中高度長時間滞空型（MALE）無人機と戦術無人機を常備すると述べている33。白
書は，2019年までの３万4,000人規模の人員削減を想定しているが34，他方で，イ
ンテリジェンス分野やサイバー防衛分野など新規に投資する分野も設けているの
98
小島真智子：2013年国防白書とフランス　― 自立した地域大国化への選択 ―
である。
３　2013 年国防白書と二つの認識の変化
（1）テロに対する脅威認識の変化
新国防白書は，旧国防白書の分析や提言を基本的に踏襲しているが，部分的に
は決定的に異なる認識を示している。その一つは，テロに対する脅威認識の変化
である。テロの脅威と一口に言っても，その形態は様々である。新国防白書は，
旧国防白書の中で最上級の脅威とされたグローバル・ジハードに対する脅威認識
を下方修正した。先述のとおり，新国防白書にはグローバル・ジハードを指す用
語が一度も登場しない。その一方で，地域的テロやホームグロウン・テロに対
する脅威認識を高めている。こうした認識の変化を明確にするため，本節では，
「テロとの闘い」に対するフランスの立場を振り返った上で，策定議論を分析す
る。
周知のとおり，2001年の９．11テロ事件は，イスラム過激派による欧米社会の
代表としての米国への攻撃であり，NATOは第５条を発動し，早期警戒管制機
（AWACS）による米国領空の偵察や地中海における「アクティブ・エンデバー
作戦（OAE）」による集団防衛を実施した。当時のシラク大統領は事件直後に米
国への結束を表明し，サルコジ政権を経てオランド政権に至るまでフランスは，
アフガニスタン国際治安維持部隊（ISAF）へ派兵した。一方，2003年に開始さ
れたイラク戦争については，９．11テロ事件との関連性を欠くとして参戦せず，
ブッシュ政権の「テロとの闘い」と一線を画した。米国と一体となって報復措置
をとれば，アル・カーイダの標的とされる可能性が高まるため，フランスは，同
盟国として米国との結束の下に行動する必要性に迫られつつも，巻き込まれは避
けたい考えであった。フランスが2003年のイラク戦争に参加しなかった理由は，
９．11テロ事件への報復の対象を，テロ財政支援国家のイラクにまで広げるのは
妥当ではないという理由からであったが，アフガニスタン戦争には参加し，イラ
ク戦争には参加しないとのフランスの選択には，対米同盟における「見捨てら
れ」と「巻き込まれ」のジレンマに立たされたフランスが‘中庸’を模索した結
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果であると見ることも妥当性を欠かないであろう。
９．11事件直後のフランスは，米国の「テロとの闘い」とは距離を置きつつ
も，グローバル・ジハードに対する高い脅威認識は持っていた。そもそもフラ
ンスは，植民地の歴史やフランス社会の非宗教性（laïcité）など，イスラム過激
派に敵視される事情を抱えている。2006年「国内治安とテロ対策に関する白書」
（以下，「テロ対策白書」と記す）によれば，ISAF派兵以降，イスラム過激派は
フランスを威嚇する声明を多数発出し，宗教的標章禁止法35に対する反発も示し
ている36。この法律は，宗教全般を対象とするものであるが，「スカーフ禁止法」
の通称が示すとおり，イスラム教を標的にしているとの見方が一般にある。ま
た，テロ対策白書は，サラフィスト布教戦闘集団（GSPC）が2005年にフランス
を「第一の敵」と称したことに関し，「マグレブ地域の過激派は旧宗主国への敵
意を露わにした37」と述べ，敵視の理由は植民地の歴史にあるとしている。テロ
対策白書を採択したシラク政権は，イラク戦争に参加せず，米国の「テロとの闘
い」と距離を置いたことで知られるが，その一方で，フランスの社会的・歴史的
事情から，米国と同様にグローバル・ジハードを深刻な脅威として認識していた
のである。あるいは，寧ろ，こうした社会的・歴史的事情があるからこそ，反撃
を真に恐れて，イラク戦争に正面から参加することができなかったとの見方もで
きる。
グローバル・ジハードに対する高い脅威認識が2006年のテロ対策白書で示さ
れた一方で38，９．11テロ事件を踏まえた国防白書の改定は，サルコジ政権下の
2008年版を待たねばならなかった。2008年国防白書は，グローバル・ジハードへ
の高い脅威認識を示し，また，国防と国内治安の繋がりを重視する「国家安全保
障」の概念を打ち出した39。テロ対策白書の作成に内相として関与したサルコジ
大統領の下で採択された国防白書が「国家安全保障」概念を誕生させたことは必
然であったと言えよう。
一方，新国防白書は，前節で述べたとおり，テロに対する高い脅威認識を示し
つつも，旧国防白書の中で頻繁に登場するグローバル・ジハードには一度も言
及していない。その背景要因は三つある。第一は，旧国防白書が「テロとの闘
い」を重視し新興国台頭といった重要な問題を過小評価したことへの批判を踏ま
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える必要があったこと40，第二は，米国の2012年１月の「国防戦略指針（Defense 
Strategic Guidance）」が実質的に「テロとの闘い」の終幕を表明したこと41，第三
は，ビン・ラディン殺害後のアル・カーイダ勢力の分散や「アラブの春」の影響
である42。第三の点について，国防安全保障事務局の文書をもとに付言すると，
民主革命によるイスラム系政府樹立の実現は，選挙を通じたイスラム主義の普及
が可能であり，テロ行為によるイスラム主義の普及より効果的であることを示し
た事象であることから，「アラブの春」はグローバル・ジハードの脅威を緩和し
たと言えるとの論展開がなされているのである43。
しかし同時に，新国防白書によれば，グローバル・ジハード以外のテロ，即
ち，地域的テロやホームグロウン・テロの可能性は高まった。イスラム過激派は
「アラブの春」諸国の国家の脆弱性を利用して活動の足場をつくる可能性があり，
北アフリカにおける地域的テロの可能性は高いと認識されている44。実際，イス
ラム・マグレブ諸国のアル・カーイダ（AQIM）の犯行とされる2011年４月29日
のマラケシュのテロ事件の他，2013年１月16日のアルジェリア・イナメナスの人
質事件，2013年４月23日の在リビア仏大使館に対する車両爆弾攻撃事件など，テ
ロ事案は多数ある。
（2）「西欧の支配優位の終幕（la fin de la domination occidentale）45」の認識
新国防白書のもう一つの特徴は，策定過程において「西欧の支配優位の終幕」
が広く認識されたことである。国防白書は，フランスの外界に対する認識を主と
する文書だが，策定議論では，フランス及び欧州の自己認識が問われ，「西欧の
支配優位の終幕」が認識された。新国防白書が述べる，米国による単極構造の終
焉，世界秩序の分散的多極化，あるいは経済危機による欧米の影響力の低下と
いった見解はいずれもこの認識に基づくものである。
ところで，米国の論文は今日の国際秩序の無極化や多極化について論じたもの
が多数あり46，その代表的観点を踏まえることで，フランスの観点の独自性を浮
き彫りにすることができる。ここでは，米国の単極構造の衰退による国際秩序の
再編について論じているアイケンベリー（G John Ikenberry）の学説を援用する。
アイケンベリーは，冷戦後，米国の覇権に挑戦する国が出現せず，単極構造が
長く維持された理由について，米国の覇権の体系が「覇権―従属といった垂直的
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関係（中略）よりも，はるかに多くの相互性と正統性を示し（中略）結果とし
て，アメリカの覇権は高度に正統性を持つものとなり，「招かれた帝国」となっ
た」ためであると述べている。そして欧州諸国や日本など同盟国による政策決定
への関与はその証左であるとしている47。また，こうしたリベラルな国際秩序は，
組織化されたルールを国際政治に定着させ，米国の覇権の衰退を生き抜く「独自
の生命」を備えたと述べている48。
これに対し，フランスの「西欧の支配優位の終幕」の認識は，冷戦終焉後，多
国間協調を十分に主導できなかったことへの反省に立ったものである。代表的論
者のヴェドリーヌ（Hubert Védrine）元フランス外相は，「西欧の支配優位の終幕」
の直接的原因は，中国，インドなどの新興国の台頭であるが，冷戦勝利により優
越的地位に立った西欧が協調主義に基づく国際社会を主導できなかったことが根
本的原因であるとしている49。ヴェドリーヌが2007年に刊行した『「国家」の復
権50』は，その原題Continuer l ’Histoireが端的に示すとおり，フランシス・フクヤ
マの著作『歴史の終わり』に対する反論を含意したものである。つまり，民主主
義の勝利による歴史の終焉は訪れず，逆に欧米諸国はもはや「世界の歴史を独占
する立場にはない」のである51。
新国防白書策定の準備資料のうち，「西欧の支配優位の終幕」を特に明確に打
ち出した情勢分析をしているのは，国防省戦略問題局作成の『戦略的展望』であ
る。同文書は，「西欧」の定義に関し，「殆どの場合は欧米諸国を指すが，より広
義には経済協力開発機構（OECD）諸国を指す52」としている。「西欧」という
用語がフランスを含む欧米諸国を指すものとして用いられることがフランスでは
一般的であるのに対し，ここでは，例えば日本を含むOECD諸国が挙げられて
いることは驚きに値しよう。「西欧」をOECD諸国として定義したことにフラン
スとしての意図を敢えて見出すとすれば，それは，冷戦終焉後，冷戦に勝利した
西側諸国の「西洋的価値」は太平洋地域でも普及し，先進国の「共通価値」と
なっていったが53，この「共通価値」は「普遍的価値」となることができず衰退
し始めているとの認識を強調する意図であったとも解釈できよう。地政学者の
フーシェ（Michel Foucher）国防高等研究所（IHEDN）所長は，「西欧による単
極構造は，イラク戦争をピークに終幕を迎えた54」と述べ，ブッシュ政権の「テ
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ロとの闘い」に伴う米国の信頼喪失と西欧の支配優位の終幕との重なりに対する
認識を示している。更に，同所長は，この終幕は五つの事象によって決定的に
なったと述べ，新興国台頭と米国のアジア重視戦略の二つの事象を「地殻変動的
な変化」として最も重視し，次いで欧州財政危機，「アラブの春」，欧州以外の地
域の軍備増強の三つの事象を「構造的変化」としている55。
これら五つの事象はどのように「西欧の支配優位の終幕」に繋がるのか，以下
に筆者なりに考察を試みたい。これら事象は，今日の世界のパワー・バランスの
変化という空間軸の問題と，歴史的に培われたものの正統性への外部からの挑戦
という時間軸の問題とに大別でき，両者が交わるところに「西欧の支配優位の終
幕」があると見ることができる。前者に関して言えば，冷戦期の軍事対立の渦中
にあった欧州が喫緊の軍事的脅威から解放され，かつ安全保障の重心がアジアへ
移ったことにより，西欧の重要性は相対的に低下したのである。後者に関して言
うと，歴史的に培われた欧州発祥の西欧的価値観や利益―個人の自由，民主主
義，法の支配など―は，イスラム過激派のみならず，程度の差はあれ「アラブの
春」や新興国からも挑まれているのである。そして前者と後者が重なると，「西
欧の支配優位の終幕」は明確に認識されるのである。
特に，「アラブの春」は，西欧型の民主主義のモデルに対する挑戦となり得る
事態であり，その行末が注視されている。民主革命は，独裁政治に憤慨した民衆
が立ち上がり，その後，民主主義的な手続きを経てイスラム系政府が樹立された
画期的な出来事であり，民主主義という西洋的価値の形式的な普及をここに認め
ることができる。しかし皮肉にも，民主主義的な手続きを経て北アフリカ諸国に
誕生した政府は必ずしも西欧社会が「民主主義」と呼ぶところのものを共有しな
い。究極的には，「アラブの春」諸国に厳格なイスラム社会が定着し，フランス
社会とのイデオロギー上の対立が起こる事態が懸念されるが，フランスはこうし
た事態を回避するため，双方が文化的多元主義に立つことを重視している56。
また，フランスは，価値観や利益を異にする諸国と共存するための策を講じ
ている。アラン・ジョクス（Alain Joxe）フランス社会科学高等研究院（EHESS）
教授は，冷戦期の東西対立やブッシュ政権下の悪の陣営に対する善の陣営の闘い
はいずれも「敵対する他者の排斥を基調とする米国流のものの見方」の具体例で
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あるが，フランスはこうした二者択一的な見方をしないと述べている57。実際，
フランスは，リビアの危機において，当事国のアフリカ諸国による問題解決を後
押しし，キリスト教諸国とアラブ・イスラム教諸国の二項対立の構図を避けるた
めの役割を果たしたと，自国の役割を評価している58。
一方，リビア軍事作戦は武力行使を容認する国連安保理決議第1973号を根拠に
実施されたが，同決議の採択をめぐりロシア，中国，インド，ブラジルなど新興
国を主とする五か国が棄権した。キリスト教とイスラム教の「文明の衝突」の回
避を志向するフランスの政策は，新興国からの支持も得られるよう多国間主義化
を迫られていると言える。ヴェドリーヌ元外相は，世界政府が不在である中，「西
欧の支配優位の終幕」は，強い国家主権に基づく多国間主義の幕開けとなるべき
であり，それ以外に欧州が繁栄する道はないと説いている59。このとおり，フラン
スの認識は，米国主導のリベラルな国際秩序の「独自の生命」や構造的権力を確
信する見方ほど楽観的ではないが，フランスは，イスラム世界や新興国との共存
に向け，多元主義と地域主義に基づく新たな国際秩序の模索に積極的である。
結　論
2013年国防白書と2008年国防白書との相違は，次のようにまとめられる。サル
コジ政権の旧白書は，米国による単極構造が極まっていた頃の，「テロとの闘い」
を主眼とする安全保障戦略の影響を強く受け，親米路線を基調としていた。サル
コジ大統領としては，米国と距離を置くシラク大統領の外交路線からの方針転換
を明示する意図もあった。これに対し，オランド政権の新国防白書は，一言で言
うと，西欧の支配優位の終幕，米国による単極構造の終幕，米国の選択的関与路
線の強化，米国の所謂アジア・シフトという四つの現実を踏み台として，フラン
スを地域大国として飛躍させようとする試みである。特に，EU近隣地域の安定
化にとって，フランスが自立的な影響力行使をできる国家となることの重要性を
国内外に示しているものである。国内向けのメッセージは，国防計画法の審議に
あたり，特に情報収集分野に多くの予算を割き，フランスの自立性を担保する手
段を確保することであり，また，国外，とりわけ欧州諸国向けのメッセージは，
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EU近隣地域の安定化は欧州全土の安全の鍵を握っているとの共通認識を打ち出
す必要性を主張するものである。この観点から，新旧の国防白書が共に，EU国
防白書の作成を提言していることは留意に値する。とはいえ，経済危機の打撃を
受けている欧州防衛に対し，フランスは野心的な展望を持っているわけではな
く，欧州防衛庁（EDA）が司る軍事能力の共有・共用（Pooling and Sharing）を
最も重視するなど，国防・安全保障の堅実化の手段として捉えている。
また，フランスの戦略的自立性の強調は，米国の戦略的転換に由来するのみな
らず，フランスとしての脅威認識によるものでもある。つまり，米欧間を結束さ
せてきたグローバル・ジハードに対する高い脅威認識が緩和され，テロ組織の拠
点があるアフリカ北西部やアラビア半島のフランスの権益が地域的テロに脅かさ
れていることへの認識が深められると，フランスの自立性は益々不可欠となった
のである。フランス領土内のホームグロウン・テロの可能性が自立性の必要を高
めるものであることは云う迄もない。
最後に，新旧国防白書の相違は保守のサルコジ政権から左派のオランド政権へ
の政権交代の産物ではないことを確認したい。サルコジ政権とオランド政権をま
たいで白書策定に参加した官僚，議員，有識者の存在により，論点や認識の一貫
性が担保された。特に，「西欧の支配優位の終幕」の認識が新国防白書の基調を
成していることを本論では明らかにした。この認識は，単なる悲観論ではなく，
フランス外交の独自路線の実績の上に切り開くことのできる今日的かつ現実的選
択を伴う現状認識である。つまり，フランスは，これまでの米国の覇権による単
極構造下の中規模国家に替え，今日のEU近隣地域までを舞台とする地域大国と
して自立化する道を選択しているのである。
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